別紙１                  　随意契約をすることができる場合に
                        　該当することの説明書
	 地方自治法施行令第167条の２第１項第２号
 により随意契約をすることができる場合
	  今回の契約が左に該当すること等の説明

	 特定の者でなければ供給することができない ものを調達するとき。

	１　調達する財産や役務等の内容及びその特　殊性
　一般社団法人中央日本総合観光機構（以下「当該機構」とする。）は、平成29年に、中部広域観光推進協議会を発展的に改組したDMO法人（観光地域づくり法人）である。
　同機構は、中部北陸９県（富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県）の観光事業に関する中枢機関として、主にインバウンドによる観光振興を図り、観光交流を通じて、中部北陸９県の経済及び文化の向上発展に資することを目的に活動している。

　本事業は当該機構が実施主体となり、本県、石川県、長野県、愛知県及び三重県とが連携し、中央日本エリアの強みである産業集積地ならではの、製造業を中心としたグローバル企業を目的地として往来する交流人口に対して、地域固有の文化や自然を体験できるコンテンツなどの情報を発信し、エリア内周遊向上、地域活性化を図るものである。
２　特定の者以外の者が供給することができ　ないことの説明
　県は平成２９年５月２６日に、当該機構に参画している。
本事業は当該機構が、参画している中部北陸9県への誘客促進を図るために行う募集事業であるため当該機構に負担金を拠出する以外にない。


  備考　この様式により難いときは、 必要な事項を含む適宜の様式によることができる。
